
第一号第一様式（第十七条第四項関係）

法人単位資金収支計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　あいりす
（単位：円）

保育事業収入 023,987,381 575,743,381 547,144

受取利息配当金収入 001,3 245 855,2

その他の収入 000,835,3 535,505,3 564,23

事業活動収入計(1) 024,033,781 256,358,681 867,674

人件費支出 005,234,551 187,391,551 917,832

事業費支出 000,069,81 499,078,81 600,98

事務費支出 000,228,8 123,935,8 976,282

支払利息支出 000,025 587,254 512,76

その他の支出 000,007,2 044,196,2 065,8

事業活動支出計(2) 005,434,681 123,847,581 971,686

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 029,598 133,501,1 114,902△

施設整備等補助金収入 000,053 004,843 006,1

施設整備等収入計(4) 000,053 004,843 006,1

設備資金借入金元金償還支出 000,043,5 000,043,5 0

固定資産取得支出 000,051,1 009,011,1 001,93

施設整備等支出計(5) 000,094,6 009,054,6 001,93

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 000,041,6△ 005,201,6△ 005,73△

積立資産取崩収入 000,000,4 000,000,4 0

その他の活動収入計(7) 000,000,4 000,000,4 0

積立資産支出 000,234 000,234 0

その他の活動支出計(8) 000,234 000,234 0

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 000,865,3 000,865,3 0

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 080,676,1△ 961,924,1△ 119,642△

前期末支払資金残高(12) 721,155,61 721,155,61 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 740,578,41 859,121,51 119,642△
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勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第二号第一様式（第二十三条第四項関係）

法人単位事業活動計算書
（自）令和  4 年  4 月  1 日　（至）令和  5 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　あいりす
（単位：円）

保育事業収益 575,743,381 693,931,091 128,197,6△

その他の収益 592,417 813,773 779,633

サービス活動収益計(1) 078,160,481 417,615,091 448,454,6△

人件費 187,408,551 140,315,951 062,807,3△

事業費 499,078,81 462,089,71 037,098

事務費 123,935,8 186,098,7 046,846

減価償却費 579,715,01 345,717,01 865,991△

国庫補助金等特別積立金取崩額 611,769,5△ 761,780,6△ 150,021

サービス活動費用計(2) 559,567,781 263,410,091 704,842,2△

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 580,407,3△ 253,205 734,602,4△

受取利息配当金収益 245 327,2 181,2△

その他のサービス活動外収益 042,197,2 049,479,2 007,381△

サービス活動外収益計(4) 287,197,2 366,779,2 188,581△

支払利息 587,254 028,694 530,44△

その他のサービス活動外費用 044,196,2 049,238,2 005,141△

サービス活動外費用計(5) 522,441,3 067,923,3 535,581△

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 344,253△ 790,253△ 643△

経常増減差額(7)=(3)+(6) 825,650,4△ 552,051 387,602,4△

施設整備等補助金収益 004,843 000,693 006,74△

特別収益計(8) 004,843 000,693 006,74△

固定資産売却損・処分損 0 607,12 607,12△

国庫補助金等特別積立金積立額 004,843 000,693 006,74△

特別費用計(9) 004,843 607,714 603,96△

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 607,12△ 607,12

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 825,650,4△ 945,821 770,581,4△

前期繰越活動増減差額(12) 317,613,701 461,881,701 945,821

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 581,062,301 317,613,701 825,650,4△

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 000,000,4 0 000,000,4

その他の積立金積立額（16） 0 0 0

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 581,062,701 317,613,701 825,65△
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第三号第一様式（第二十七条第四項関係）

法人単位貸借対照表
令和  5 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　あいりす

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 730,976,22 698,186,42 958,200,2△

  現金預金 781,329,11 632,883,51 940,564,3△

  事業未収金 052,950,8 011,393,7 041,666

  未収金 0 0 0

  未収補助金 006,696,2 055,009,1 050,697

  仮払金 0 0 0

  その他の流動資産 0 0 0

固定資産 111,367,923 681,941,343 570,683,31△

基本財産 101,999,013 391,714,023 290,814,9△

  土地 000,000,001 000,000,001 0

  建物 101,999,902 391,714,912 290,814,9△

  定期預金 000,000,1 000,000,1 0

その他の固定資産 010,467,81 399,137,22 389,769,3△

  構築物 756,165 399,091,1 633,926△

  車輌運搬具 2 2 0

  器具及び備品 153,258,1 899,112,1 353,046

  退職給付引当資産 000,058,5 000,928,5 000,12

  人件費積立資産 000,005,2 000,005,4 000,000,2△

保育所施設・設備整備積立資産 000,000,8 000,000,01 000,000,2△

流動負債 970,203,12 967,696,12 096,493△

  事業未払金 175,654,7 484,658,7 319,993△

  その他の未払金 0 0 0

１年以内返済予定設備資金借入金 000,043,5 000,043,5 0

  預り金 0 0 0

  職員預り金 805,001 582,472 777,371△

  仮受金 0 0 0

  賞与引当金 000,504,8 000,622,8 000,971

固定負債 000,623,56 000,546,07 000,913,5△

  設備資金借入金 000,674,95 000,618,46 000,043,5△

  退職給付引当金 000,058,5 000,928,5 000,12

負債の部合計 970,826,68 967,143,29 096,317,5△

純　　資　　産　　の　　部

基本金 508,624,91 508,624,91 0

  第一号基本金 503,266,61 503,266,61 0

  第三号基本金 005,467,2 005,467,2 0

国庫補助金等特別積立金 970,726,821 597,542,431 617,816,5△

その他の積立金 000,005,01 000,005,41 000,000,4△

  人件費積立金 000,005,2 000,005,4 000,000,2△

保育所施設・設備整備積立金 000,000,8 000,000,01 000,000,2△

次期繰越活動増減差額 581,062,701 317,613,701 825,65△

（うち当期活動増減差額） 825,650,4△ 945,821 770,581,4△

純資産の部合計 960,418,562 313,984,572 442,576,9△

　資産の部合計 841,244,253 280,138,763 439,883,51△ 　負債及び純資産の部合計 841,244,253 280,138,763 439,883,51△



別紙１

1. 継続事業の前提に関する注記

該当なし

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ 満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

新潟県社会福祉協議会従事者共済制度
・ 賞与引当金

支給対象期間に基づき、当期に帰属する期間分を引当金計上している。

3. 重要な会計方針の変更

該当なし

4. 法人で採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度
新潟県社会福祉協議会従事者共済制度

5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第2号第1様式、第3号第1様式）
（2） 事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

当法人では公益事業、収益事業を実施していないため、省略している。
（3） 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では拠点区分がひとつのため、省略している。
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

当法人では、公益事業を実施していないため、省略している。
（5） 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

当法人では、収益事業を実施していないため、省略している。
（6） 各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　網川原園拠点区分(社会福祉事業)
「本部」
「網川原保育園」

6. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

該当なし

8. 担保に供している資産

該当なし

計算書類に対する注記（法人全体用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 100,000,000 0 0 100,000,000
建物 219,417,193 0 9,418,092 209,999,101
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000
投資有価証券 0 0 0 0

合計 320,417,193 0 9,418,092 310,999,101



9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要な後発事象

該当なし

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け
該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

車輌運搬具 357,500 357,498 2

合計 330,206,272 117,793,161 212,413,111
器具及び備品 18,220,812 16,368,461 1,852,351

構築物 7,072,460 6,510,803 561,657
建物(基本財産) 304,555,500 94,556,399 209,999,101

事業未収金 8,059,250 0 8,059,250

合計 10,755,850 0 10,755,850
未収補助金 2,696,600 0 2,696,600

（単位：円）
債権額

（単位：円）

徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高



別紙２

1. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法
・ .満期保有目的の債券等―償却原価法（定額法）
・ 上記以外の有価証券で時価のあるもの―決算日の市場価格に基づく時価法

（2） 固定資産の減価償却の方法
・ 有形固定資産及び無形固定資産―定額法
・ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引の係るリース資産
   自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引の係るリース資産
　  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（3） 引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

新潟県社会福祉協議会従事者共済制度
・ 賞与引当金

支給対象期間に基づき、当期に帰属する期間分を引当金計上している。

2. 重要な会計方針の変更

該当なし

3. 採用する退職給付制度

独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度
新潟県社会福祉協議会従事者共済制度

4. 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1） 網川原保育園拠点計算書類（会計基準省令第１号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
（2） 拠点区分資金収支明細書（別紙3(⑩)）

ア　本部
イ　網川原保育園

（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3(⑪)）

5. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取り崩し

該当なし

7. 担保に供している資産

該当なし

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11. 重要な後発事象

該当なし

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 330,206,272 117,793,161 212,413,111
器具及び備品 18,220,812 16,368,461 1,852,351

構築物 7,072,460 6,510,803 561,657
車輌運搬具 357,500 357,498 2

建物(基本財産) 304,555,500 94,556,399 209,999,101
取得価額 減価償却累計額 当期末残高

8,059,250
未収補助金 2,696,600 0 2,696,600

（単位：円）

合計 10,755,850 0 10,755,850

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
事業未収金 8,059,250 0

計算書類に対する注記（網川原保育園拠点区分用）

（単位：円）
基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 100,000,000 0 0 100,000,000
建物 219,417,193 0 9,418,092 209,999,101
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

310,999,101
投資有価証券 0 0 0 0

（単位：円）

合計 320,417,193 0 9,418,092




